
 

 

 

和解契約書（全部） 

 原子力損害賠償紛争解決センター平成○○年（東）第○号事件（以下「本件」と

いう。）において、申立人Ｘ株式会社（以下「申立人」という。）と被申立人東京電

力株式会社（以下「被申立人」という。）は、次のとおり和解する。 

第１ 和解の範囲 

申立人と被申立人は、本件に関し、下記の損害項目（下記期間に限る。）に

ついて和解することとし、それ以外の点については、本和解の効力は及ばない

ことを相互に確認する。 

記 

損害項目 

  １ 営業損害（逸失利益）        ３億２１８１万９２２５円 

  ２ 財物価値の喪失・減少 

  （１）土地                 ２６５４万１６３８円 

①所  在  双葉郡○○ 

地  番  ○番 

地  目  ○ 

地  積  ○㎡ 

②所  在  双葉郡○○ 

地  番  ○番 

地  目  ○ 

地  積  ○㎡ 

（２）償却資産               ３１０２万１２８６円 

（３）少額資産                    ５００万円 

 

 ３ 追加的費用 

（１）○○市への事業拠点移転関連費用       ６１万９６１５円 

（２）放管手帳再発行にかかる費用         ２７万９２１７円 

（３）○○市への事業拠点移転関連費用     １８５６万０３０１円 

（４）複合機購入費用               ６０万８７２０円 

（５）低圧電力料金                 ７万３５４９円 

（６）放射線測定器購入費用            ６３万２６２５円 

（７）公共一時立入関連費用             ５万１８３１円 

（８）交通費増加分                ５９万２１７１円 

（９）税務会計事務所報酬             ３１万５０００円 

旧警戒区域で非破壊検査業を営んでいたが、原発事故により事業拠点の移転を

余儀なくされた申立会社について、事業用資産につき、実際の使用状況を考慮し、

帳簿上除却処分された資産についても財物損害が賠償されたほか、逸失利益、事

業拠点の移転に係る追加的費用等が賠償された事例。 
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（10）従業員移動費用                  １００万円 

（11）車両リース代                   １８０万円 

期  間  １につき平成２３年３月１１日から平成２４年１１月３０日まで 

３につき平成２３年３月１１日から平成２４年３月３１日まで 

ただし、①３（５）につき平成２３年３月１１日から平成２３年８

月３１日まで 

    ②３（７）につき平成２３年３月１１日から平成２３年１

２月１５日まで 

    ③３（１１）につき平成２３年３月１１日から当該車両返

還の日まで 

第２ 和解金額 

被申立人は、申立人に対し、第１項所定の損害項目及び期間に対する和解金

として、合計金４億０８９１万５１７８円の支払義務があることを認める。 

第３ 既払金 

申立人及び被申立人は、被申立人が申立人に対し、第１項記載の損害に関し、

平成２５年６月７日付け和解契約書（一部）（省略）記載のとおり金５５９５

万７２１６円を支払済みであることを確認する。 

   この既払金５５９５万７２１６円について、第２項記載の和解金４億０８９

１万５１７８円と清算する。 

第４ 支払方法 

 （省略） 

第５ 確認条項 

申立人と被申立人は、第１項２記載の各財物について、仮に本和解による賠

償がその価額の全部の賠償である場合でも、その支払にかかわらず所有権は移

転しないことを相互に確認する。 

第６ 清算条項 

申立人と被申立人は、第１項記載の損害項目（同項記載の期間に限る。また、

その遅延損害金を含む。）については、本和解に定めるもののほか、当事者間

に何らの債権債務がないことを相互に確認する。ただし、同項２記載の損害項

目については、本和解に定める金額を超える部分につき、清算の効力は及ばず、

申立人が被申立人に対して別途損害賠償請求することを妨げないことを相互

に確認する。 

第７ 手続費用 

   本件に関する手続費用は、各自の負担とする。 

 

 本和解の成立を証するため、本和解契約書を２通作成し、申立人及び被申立人が

署名（記名）・押印の上、申立人が１通、被申立人が１通を保有するものとする。ま

た、被申立人は、本和解契約書の写し１通を、原子力損害賠償紛争解決センターに

交付する。 



 

平成２５年１０月１日 

 

 

（仲介委員 小山 達也） 


